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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第３四半期
連結累計期間

第48期
第３四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

営業収益 （百万円） 89,549 116,089 125,332

経常利益 （百万円） 5,736 6,734 8,252

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,732 4,396 4,819

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,817 4,530 4,886

純資産額 （百万円） 25,452 30,187 26,661

総資産額 （百万円） 51,715 66,346 56,723

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 255.36 298.44 329.61

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 250.55 293.50 323.46

自己資本比率 （％） 49.0 44.9 46.8

 

回次
第47期
第３四半期
連結会計期間

第48期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 81.07 108.09

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当社グループは、日本企業の海外進出が活発化し、企業のグローバルな競争が激化する環境下において、日本企

業の「本業以外の業務をサポートすること」と「海外展開を支援すること」を使命として、将来的には、「福利厚

生分野の問題解決ならリロ」、「海外赴任・海外生活のサポートならリロ」と言われる存在になることを目指して

おります。この使命のもと、ビジョン実現に向けて平成27年３月期を最終年度とする４ヶ年の中期経営計画「第一

次オリンピック作戦」を策定し、国内における経営基盤の強化と海外事業の拡充に取り組んでおります。

当第３四半期連結累計期間は、借上社宅管理業務アウトソーシングサービスや賃貸管理事業において、新規案件

の受注が進み管理戸数が増加した他、福利厚生代行サービスにおいては、新規開拓営業に加え、既存顧客のフォ

ロー営業にも注力し、会員数が引き続き堅調に推移しました。主力のストックビジネスで収益基盤である管理戸数

や会員数を積み増したことに加え、不動産仲介やホテル運営など関連事業の業績も伸張いたしました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間も増収増益となり、第３四半期として６期連続で最高益を更新しまし

た。

 

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおりです。

営 業 収 益 1,160億89百万円（前年同期比　29.6％増）

営 業 利 益 60億41百万円（前年同期比　21.2％増）

経 常 利 益 67億34百万円（前年同期比　17.4％増）

四 半 期 純 利 益 43億96百万円（前年同期比　17.8％増）

 

各報告セグメントにおける業績の概況は以下のとおりです。

①国内事業

当事業は、福利厚生分野の問題解決者として、寮や社宅などの住宅分野および保養所などのレジャー・ライフ

サポート分野双方におけるアウトソーシングサービスを幅広く展開し、企業福利厚生の効率的な運用を支援して

おります。

住宅分野においては、借上社宅管理業務アウトソーシングサービス「リライアンス」や物件検索等の転居支援

サービス「リロネット」などを提供する他、企業の借上ニーズが高い地域において賃貸不動産の管理や仲介を手

掛けるなど、企業の住宅に関する様々なニーズに応えるべく総合的にサービスを展開しております。一方、レ

ジャー・ライフサポート分野においては、企業の業務負担とコストを軽減し様々なコンテンツを従業員へ提供す

る福利厚生制度のアウトソーシングサービス「福利厚生倶楽部」を運営する他、提携企業の会員組織に対して顧

客特典を提供する「クラブオフアライアンス」などを展開しております。同時に、コンテンツの一部としてホテ

ル運営や住まいの駆け付けサービスなどを手掛け、会員の生活を総合的にサポートしております。

当第３四半期連結累計期間は、借上社宅管理業務アウトソーシングサービスにおいて、新規顧客の開拓が進み

管理戸数が増加した他、転勤者の住宅探しや引越をサポートする転居支援サービス「リロネット」の利用件数が

増加しました。賃貸管理事業においては、賃貸不動産オーナーへの営業を積極的に展開しており、新規の管理受

託が堅調に推移し、管理戸数が増加したことから収益が伸張しました。福利厚生代行サービスにおいては、新規

開拓営業やフォロー営業に注力し、引き続き会員数が堅調に推移した他、運営施設数が増加しホテル運営事業の

業績が伸張したことなども寄与しました。

これらの結果、営業収益953億72百万円（前年同期比35.0％増）、営業利益56億94百万円（同16.4％増）とな

りました。
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②海外事業

当事業は、日本企業の海外進出を後押しすべく、人の移動に伴う困りごとを解決するため、様々なサービスを

提供し赴任者と企業を支援しております。

日本国内においては、赴任者の持家を管理する「リロケーションサービス」に加えて、ビザの取得や海外引越

の手配などを代行する「海外赴任業務支援サービス」を提供しております。また、北米をはじめとする諸外国に

おいては、赴任者向けサービスアパートメントの運営、住宅の斡旋や帰任時の引越など、赴任から帰任に至るま

で総合的にサポートしております。

当第３四半期連結累計期間は、「リロケーションサービス」の管理戸数が前年同期を上回って推移した他、海

外赴任時の引越取扱件数や海外現地での住宅斡旋件数などが増加し、既存事業の業績は伸張しました。一方、今

期新たに取得した北米のサービスアパートメントホテルにおいて、開業当初の費用負担が業績に影響しました。

これらの結果、営業収益184億39百万円（前年同期比9.4％増）、営業利益10億１百万円（同0.1％増）となり

ました。

 

（２）連結財政状態に関する定性的情報

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比して96億22百万円増加し、663億46百

万円となりました。これは、土地・建物の取得などにより有形固定資産が17億16百万円増加した他、のれんの増加

などにより無形固定資産が26億12百万円増加したことが主な要因です。

負債合計は、前連結会計年度末に比して60億97百万円増加し、361億59百万円となりました。これは、短期借入

金が36億45百万円増加したことが主な要因です。

純資産合計は、前連結会計年度末に比して35億25百万円増加し、301億87百万円となりました。これは、四半期

純利益を43億96百万円計上した一方で配当金15億１百万円を支払ったことが主な要因です

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,210,000

計 60,210,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,295,120 15,295,120
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数　100株

計 15,295,120 15,295,120 － －

（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成27年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 15,295,120 － 2,667 － 2,859

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　253,200 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 15,038,200 150,382 同上

単元未満株式 普通株式　　　　3,720 － 同上

発行済株式総数 15,295,120 － 　－

総株主の議決権 － 150,382 　－

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、従業員持株会支援信託の信託財産として保有する当社株

式292,400株（議決権の数2,924個）が含まれております。

２．単元未満株式数には、当社所有の自己株式91株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社リロ・ホール

ディング

東京都新宿区新宿４－３

－23
253,200 － 253,200 1.66

計 － 253,200 － 253,200 1.66

 （注）上記の自己保有株式には、従業員持株会支援信託の信託財産として保有する当社株式が含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,276 13,575

受取手形及び営業未収入金 7,602 6,189

有価証券 44 135

販売用不動産 1,471 1,577

貯蔵品 278 224

前渡金 7,373 7,678

その他 3,193 4,050

貸倒引当金 △11 △26

流動資産合計 29,227 33,403

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,320 5,332

減価償却累計額 △1,888 △2,165

建物（純額） 2,431 3,166

工具、器具及び備品 1,077 1,216

減価償却累計額 △815 △898

工具、器具及び備品（純額） 262 317

土地 1,193 2,118

その他 383 412

減価償却累計額 △286 △315

その他（純額） 97 97

有形固定資産合計 3,983 5,700

無形固定資産   

ソフトウエア 1,275 1,272

のれん 3,344 5,960

その他 53 53

無形固定資産合計 4,673 7,286

投資その他の資産   

投資有価証券 7,946 8,316

敷金及び保証金 8,732 9,140

その他 2,201 2,556

貸倒引当金 △42 △57

投資その他の資産合計 18,837 19,956

固定資産合計 27,495 32,942

資産合計 56,723 66,346
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 2,604 2,550

短期借入金 1,924 5,570

1年内返済予定の長期借入金 1,420 1,425

未払法人税等 1,001 951

前受金 10,616 10,671

賞与引当金 379 244

その他 3,881 4,618

流動負債合計 21,828 26,032

固定負債   

長期借入金 3,127 4,624

債務保証損失引当金 67 66

長期預り敷金 4,549 4,945

退職給付に係る負債 221 246

負ののれん 4 4

その他 262 239

固定負債合計 8,233 10,126

負債合計 30,061 36,159

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,667 2,667

資本剰余金 2,883 2,859

利益剰余金 22,515 25,498

自己株式 △1,636 △1,451

株主資本合計 26,430 29,573

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 103 175

為替換算調整勘定 39 89

退職給付に係る調整累計額 △51 △42

その他の包括利益累計額合計 91 221

新株予約権 93 119

少数株主持分 46 272

純資産合計 26,661 30,187

負債純資産合計 56,723 66,346
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業収益 89,549 116,089

営業費用 76,423 100,140

営業総利益 13,125 15,948

販売費及び一般管理費 8,139 9,907

営業利益 4,986 6,041

営業外収益   

受取利息 33 49

受取配当金 12 3

為替差益 95 87

持分法による投資利益 540 529

その他 106 84

営業外収益合計 788 755

営業外費用   

支払利息 18 30

その他 20 32

営業外費用合計 38 63

経常利益 5,736 6,734

特別利益   

投資有価証券売却益 － 21

固定資産処分益 － 24

その他 － 2

特別利益合計 － 48

特別損失   

違約金損失 11 －

固定資産処分損 － 14

その他 11 22

特別損失合計 22 36

税金等調整前四半期純利益 5,713 6,746

法人税、住民税及び事業税 1,706 2,114

法人税等調整額 269 233

法人税等合計 1,976 2,347

少数株主損益調整前四半期純利益 3,737 4,398

少数株主利益 5 2

四半期純利益 3,732 4,396
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,737 4,398

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △41 64

為替換算調整勘定 105 47

持分法適用会社に対する持分相当額 16 20

その他の包括利益合計 80 131

四半期包括利益 3,817 4,530

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,822 4,526

少数株主に係る四半期包括利益 △4 3

 

EDINET提出書類

株式会社リロ・ホールディング(E05047)

四半期報告書

11/19



【注記事項】

（会計方針の変更）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25年

12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行ってお

り、当該変更による影響額はありません。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っており

ます。

(1) 取引の概要

　当社は、中長期的な企業価値向上に対し、当社グループ従業員にインセンティブを付与することにより、労働意

欲の向上を促すとともに、従業員持株会の活性化及び安定的な財産形成の促進を図ることを目的とし、従業員持株

会支援信託ＥＳＯＰを平成24年３月期に導入しております。

(2) 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25

年12月25日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

(3) 信託が保有する自社の株式に関する事項

① 信託における帳簿価額

前連結会計年度481百万円、当第３四半期連結会計期間426百万円

② 当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。

③ 期末株式数及び期中平均株式数

期末株式数　　　前連結会計年度317千株、当第３四半期連結会計期間280千株

期中平均株式数　前第３四半期連結累計期間348千株、当第３四半期連結累計期間299千株

④ ③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

保証債務

家賃保証業務に係る保証極度相当額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

国内事業 3,586百万円 1,618百万円

その他の事業 3,282 3,541

計 6,868 5,159

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 508百万円 533百万円

のれんの償却額 169 246
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月14日

取締役会
普通株式 1,136 75 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託口が保有する当社株式に対する配当金27百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　第１四半期連結会計期間において、取締役会決議に基づき、自己株式を290,000株、1,439百万円取得いたしまし

た。また、新株予約権の行使に伴い自己株式140百万円を処分いたしました。さらに、ＥＳＯＰ信託の信託契約に

基づき自己株式を処分したことにより12百万円減少しました。

　第２四半期連結会計期間において、新株予約権の行使に伴い自己株式を89百万円、ＥＳＯＰ信託の信託契約に基

づき自己株式を22百万円処分いたしました。

　当第３四半期連結会計期間において、新株予約権の行使に伴い自己株式を39百万円、ＥＳＯＰ信託の信託契約に

基づき自己株式を19百万円処分いたしました。その結果、当第３四半期連結会計期間において自己株式が58百万円

減少し、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は1,932百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月15日

取締役会
普通株式 1,501 100 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、従業員持株会支援信託口が保有する当社株式に対する配当金31百万円が含まれております。

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

連結

財務諸表

計上額

(注３）
 国内事業 海外事業 計

営業収益        

外部顧客への営業収益 70,626 16,852 87,478 2,070 89,549 － 89,549

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
119 8 127 76 203 △203 －

計 70,745 16,860 87,606 2,147 89,753 △203 89,549

セグメント利益 4,890 1,001 5,891 108 6,000 △1,013 4,986

 

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リゾート事業および金融保険

事業等であります。

　　　　　２．セグメント利益の調整額△1,013百万円には、セグメント間取引消去９百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,023百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

　　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　記載すべき事項はありません。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

連結

財務諸表

計上額

(注３）
 国内事業 海外事業 計

営業収益        

外部顧客への営業収益 95,372 18,439 113,812 2,276 116,089 － 116,089

セグメント間の内部営業収益

又は振替高
107 117 225 49 275 △275 －

計 95,480 18,557 114,038 2,325 116,364 △275 116,089

セグメント利益 5,694 1,001 6,696 384 7,081 △1,039 6,041

 

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リゾート事業および金融保険

事業等であります。

　　　　　２．セグメント利益の調整額△1,039百万円には、セグメント間取引消去44百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,084百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当

社の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

　　　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　「国内事業」セグメントにおいて新規に６社、「海外事業」セグメントにおいて新規に３社を連結子会社化し

たことによりのれんが増加しております。当第３四半期連結累計期間の増加額は「国内事業」セグメントにおい

て983百万円、「海外事業」セグメントにおいて1,862百万円であります。

 

　（重要な負ののれん発生益）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 255.36円 298.44円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 3,732 4,396

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,732 4,396

普通株式の期中平均株式数（株） 14,614,836 14,732,186

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 250.55円 293.50円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 280,483 247,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

前第３四半期連結累計期間348千株、当第３四半期連結累計期間299千株

 

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年２月１０日

株式会社リロ・ホールディング

　取　　締　　役　　会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中塚　亨　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 谷津良明　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リ

ロ・ホールディングの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成２６年１０月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６

年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リロ・ホールディング及び連結子会社の平成２６年１２月３

１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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